
 

 

 

１．職員の任免及び職員数に関する事項 

⑴職員の採用・退職の状況（平成２２年度） 

                    （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)国、県等他団体との人事交流職員を除く。 

 

⑵部門別職員数の状況 

（各年４月１日現在）  

区 分 

部 門 

職 員 数 対 前 年 

増 減 数 
主 な 増 減 理 由 

平成21年 平成22年 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

 

議  会 

総務企画 

税  務 

民  生 

衛  生 

労  働 

農林水産 

商  工 

土  木 

１１  

３０５  

８６  

５４４  

８１  

  

７６  

３６  

１３８  

１１  

３０１  

８５  

４９９  

７８  

  

７９  

３７  

１４０  

 

△ ４  

△ １  

△４５  

△ ３  

  

３  

１  

２  

 

事務の統廃合縮小（祭典推進業務減等） 

事務の統廃合縮小（支所業務減） 

欠員不補充（保育園欠員不補充等） 

事務の統廃合縮小（生活環境課退職者不補充等） 

 

業務増（全国豊かな海づくり大会業務増等） 

業務増（支所業務増） 

業務増（建築住宅課業務増等） 

小 計 
１，２７７  

(  ９) 

１，２３０  

( １０) 

△４７  

(  １) 

 

特 政 

別 部 

行 門 

教  育 

警  察 

１３６  １２４  △１２  

 

事務の民間等委託（給食調理業務の民間委託等） 

小 計 
１３６  

(  ０) 

１２４  

(  ０) 

△１２  

 (  ０) 

 

公 会 

営 計 

企 部 

業 門 

等   

病  院 

水  道 

下 水 道 

そ の 他 

７  

１１  

５８  

５３  

７  

１３  

５６  

５２  

 

２  

△ ２  

△ １  

 

業務増（簡易水道業務増等） 

事務の統廃合縮小（環境下水道部業務減等） 

その他（地域包括支援センター退職者不補充等） 

小 計 
１２９  

(  ０) 

１２８  

(  ０) 

△ １  

(  ０) 

 

合   計 
１,５４２  

(  ９) 

１,４８２  

( １０) 

△６０  

(  １) 

 

(注) １ 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員 

などを含み、臨時又は非常勤職員を除いています。 

ただし、特区認定により１年を超えて任用されている臨時的任用保育士７６名を含んでいます。 

 ２ （ ）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きです。 

区 分 採  用 退  職 

一般事務 １８    ２７ 

土木 ２     ４ 

建築    ２     １ 

電気           

保育士    ２     ４ 

保健師    １     １ 

教諭         ２ 

現業職員          ５ 

任期付職員       

再任用職員    ５     ４ 

  計   ３０    ４８ 



 

 

 

２．職員の給与に関する事項 

⑴職員給与費の状況（一般会計予算） 

区  分 

 

職員数 

Ａ  

給      与      費 １人当たり 

給 与 費 

（Ｂ／Ａ） 
給   料 職員手当 期末･勤勉手当 計  Ｂ 

平成22年度 
1,286 人  

千円 

5,064,136  

千円 

775,001  

千円 

1,908,927  

千円 

7,748,064  

千円 

6,025  

(注) １ 「職員手当」には、退職手当を含みません。 

   ２ 「給与費」は、当初予算に計上された額です。 

 

⑵職員の平均給料月額及び平均年齢の状況 

          （平成 22 年４月１日現在） 

区  分 平均給料月額 平均年齢 

一般行政職 337,031 円  43.4 歳  

技能労務職 342,321 円  47.0 歳  

 

⑶職員の初任給、経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 

                          （平成 22 年４月１日現在） 

区   分 初 任 給 
 経験年数  

10年 15年 20年 

一 般 

行政職 

大学卒 172,200 円  256,647 円  302,243 円  356,000 円  

高校卒 140,100 円  207,333 円  251,827 円  305,546 円  

(注) 「経験年数」とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は採用後の 

年数で、採用前に民間の職歴等がある場合にはその期間を換算した年数を加算した 

ものです。 

 

⑷一般行政職の級別職員数の状況 

                              （平成 22 年４月１日現在） 

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級 ８ 級 計 

標準的 

な職務 

内容  

主 事 

技 師 

主 事 

技 師 

主 任 係 長 課長補佐 課 長 次 長 部 長  

職員数 
79人 90人 

(  9） 

271人 

 

171人 172人 74人 23人 7人 887人 

（  9） 

構成比 
8.9％ 10.1％ 

(100％) 

30.6％ 

 

19.3％ 19.4％ 8.3％ 2.6％ 0.8％ 100.0％ 

(100.0) 

参 

 

考 

１年前 

構成比 

9.3％ 7.2％ 

(100％) 

30.0％ 

 

19.5％ 19.6％ 9.7％ 3.6％ 1.1％ 100.0％ 

(100.0) 

５年前 

構成比 

11.6％ 12.4％ 20.7％ 28.2％ 13.3％ 10.4％ 2.4％ 1.1％ 100.0％ 

(注) １ 「職員数」とは、鳥取市職員給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

   ２ 「標準的な職務内容」とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

   ３ 職員数の( )内は、再任用短時間勤務職員で、外書きです。 

   ４ 平成 18 年度に 10 級制から８級制に変更しました（旧１級及び旧２級並びに旧４級及び旧５級をそれぞれ

統合）。 

 

 

 

 

 



 

 

 

⑸職員手当の状況 

 

区  分 内        容 支給実績 

扶養手当 

扶養親族のある職員に支給されます。 

区   分 月 額 

配偶者 13,000円 

配偶者以外の扶養親族  6,500円 

配偶者のない職員の扶養親族のうち１人 11,000円 

満16歳の年度始めから満22歳の年度末まで

の子１人の加算額 

 5,000円 

 

（平成22年４月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

13,489千円 692人 19,500円 
 

調整手当 

民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤

する職員又は採用が困難な職（医師・歯科医師）の職員に

支給されます。 

支給対象 

地 域 等 

医  師 

歯科医師 
大阪市 

支給割合 15％ 15％ 
 

（平成22年４月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

232千円 4人 57,900円 
 

通勤手当 

交通機関等を利用し又は自動車等を使用して通勤している

職員（通勤距離が片道２㎞以上）に支給されます。 

○交通機関等利用者 

 定期券等の価格により１月当たり55,000円まで全額支給 

○自動車等の交通用具使用者 

片道の距離 月 額 

２㎞以上５㎞未満  2,000円 

５㎞以上10㎞未満  4,100円 

10㎞以上15㎞未満  6,500円 

15㎞以上20㎞未満  8,900円 

20㎞以上25㎞未満 11,300円 

25㎞以上30㎞未満 13,700円 

30㎞以上35㎞未満 16,100円 

35㎞以上40㎞未満 18,500円 

40㎞以上45㎞未満 20,900円 

45㎞以上50㎞未満 21,800円 

50㎞以上55㎞未満 22,700円 

55㎞以上60㎞未満 23,600円 

60㎞以上 24,500円 
 

（平成22年４月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

7,829千円 1,131人 6,900円 
 

住居手当 

住宅を借りて月額12,000円を超える家賃を支払っている職

員に支給されます。 

○借家、借間居住者 

  家賃月額23,000円以下の場合 家賃月額－12,000円 

  家賃月額23,000円を超える場合 

    家賃月額－23,000円  
        ２ 

    ※最高支給限度額 27,000円 

 

（平成22年４月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

4,027千円 160人 25,200円 
 

＋ 11,000 円 



 

 

 

管 理 職 

手  当 

管理又は監督の地位にある職員に支給されます。 

区 分 月 額 

1種（部長級） 75,200円 

2種（次長級） 66,400円 

3種（次長級） 62,000円 

4種（課長級） 58,200円 

5種（課長級） 54,000円 

6種（課長補佐級） 43,600円 

7種（課長補佐級） 39,700円 
 

（平成22年４月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

12,762千円 244人 52,300円 
 

初 任 給 

調整手当 

採用による欠員の補充が困難である職（医師・歯科医師）

の職員に支給されます。 

（平成22年４月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

612千円 2人 306,000円 
 

単身赴任 

手  当 

異動等により、単身で生活することとなった職員に支給さ

れます。 

        職員の住居と配偶者の住居との間の交通距離 

        による加算額（6,000～45,000円） 

（平成22年４月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

― 千円 ― 人 ― 円 
 

特殊勤務 

手  当 

著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務に従事した職員

に支給されます。 

手当の名称 支給額 

滞納処分手当 差押調書１通 300円 

感染症防疫等手当 日額  1,000円 

行旅死亡人取扱等手当 １回  1,500円 

特殊現場作業手当  

・下水道管内に立入っての点検・検査 日額   750円 

  

毒劇物取扱手当 日額   100円 

用地交渉等手当 日額  1,000円 

動物死体処理手当 日額   300円 

特殊自動車運転手当 日額   300円 

医療業務手当 職務の級に応じて 

月額30,000円～68,000円 
 

（平成22年４月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

81千円 22人 3,700円 
 

時 間 外 

勤務手当 

正規の勤務時間を越えて勤務した職員に支給されます。 

 

（平成22年４月の支給実績） 

支給総額 
支給対象 

職員数 

支給対象職員 
１人当たり 
平均支給額 

60,015千円 1,012人 59,300円 
 

休日勤務

手  当 

休日等（国民の祝日及び年末年始の休日）において、正規

の勤務時間中に勤務した職員に支給されます。 

（平成22年４月の支給実績） 

支給総額 
支給対象 

職員数 

支給対象職員 
１人当たり 
平均支給額 

544 千円 50 人 10,900円  
 

夜間勤務 

手  当 

正規の勤務時間として深夜（午後10時～翌朝５時）に勤務

した職員に支給されます。 

（平成22年４月の支給実績） 

支給総額 
支給対象 

職員数 

支給対象職員 
１人当たり 
平均支給額 

― 千円 ― 人 ― 円 
 

23,000 円 ＋ 



 

 

 

宿日直 

手 当 

正規の勤務時間以外の時間及び休日等において、庁舎、設

備の保守等のために宿日直勤務を行った職員に支給されま

す。 

○勤務１回につき 4,200円 

 （１回の勤務時間が５時間未満の場合は半額） 

（平成22年４月の支給実績） 

支給総額 
支給対象 

職員数 

支給対象職員 
１人当たり 
平均支給額 

― 千円 ― 人 ― 円 
 

管理職員

特別勤務

手  当 

臨時又は緊急その他の公務の必要により、土・日曜日、休

日等に勤務した管理職員に支給されます。（管理職員には

時間外勤務手当等は支給されません。） 

○勤務１回につき 

区 分 支給額 

1種（部長級） 10,000円 

 2種（次長級）～  

  5種（課長級） 
9,000円 

6種（課長補佐級） 

7種（課長補佐級） 
8,000円 

（勤務時間が7時間45分を越える場合は、×150/100を乗じ

た額が支給されます。） 

（平成22年４月の支給実績） 

支給総額 
支給対象 

職員数 

支給対象職員 
１人当たり 
平均支給額 

369千円 16人 23,000円 
 

期末手当 

勤勉手当 

（平成22年度に支給した割合） 

 課長級以下 次長級以上 

区 分 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

６月期 1.25月分 0.7 月分 1.05月分 0.9 月分 

12月期 1.35月分 0.65月分 1.15月分 0.85月分 

計 2.6 月分 1.35月分 2.2 月分 1.75月分 

職制上の段階､職務の級等による加算措置   有 

（平成22年６月期の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

965,088千 円 1,381人 698,833円 
 

退職手当 

退職時の給料月額に勤続年数に応じた支給率を乗じて支給

されます。 

（平成22年4月１日現在） 

支給率 自己都合 勧奨･定年 

勤続20年 23.5  月分 30.55 月分 

勤続25年 33.5  月分 41.34 月分 

勤続35年 47.5  月分 59.28 月分 

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 

○その他の加算措置 

・定年前早期退職特例措置(２～20％加算) 

・在職期間中の公務貢献度に応じた調整額 

（平成22年度の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

千円 

1,003,974 

人 

45  

千円 

22,311  
 

災害派遣 

手  当 

災害応急対策又は災害復旧のため、他の地方公共団体等か

ら職員の派遣等を受けた場合に、派遣された職員に対して

支給されます｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

⑹特別職の報酬等の状況 

 （平成 22 年４月１日現在） 

区  分 給料月額等 

給 

料 

市   長 1,026,000円 

副 市 長     850,000円 

報 

酬 

議   長     584,000円 

副 議 長     513,000円 

議   員     475,000円 

期 

末 

手 

当 

市   長 (平成22年度に支給した割合) 

６月期 1.45月分 

12月期 1.5 月分 

計 2.95月分 

加算措置 有 

副 市 長 

議   長 

副 議 長 

議   員 

 



 

 

 

３．職員の勤務時間その他勤務条件に関する事項 

⑴職員の勤務時間（一般職の標準的なもの） 

１週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

３８時間４５分 ８：30 17：15 12：00～13：00 

 ※平成２２年２月１日より勤務時間の短縮を実施しました。 

 

⑵年次有給休暇の取得状況（平成２２年） 

総付与日数 

(a) 

総取得日数 

(b) 

全対象職員数 

(c) 

平均取得日数 

(b)／(c) 

消化率 

(b)／(a) 

日 

  50,449.5 

日 

  12,383.6 

人 

   1,281 

日 

   9.7 

％ 

    24.5 

（注）１ 全対象職員数とは、平成 22 年１月１日から平成 22 年 12 月 31 日までの全期間を在職した職員 

に限り、当該期間の中途に採用された者及び退職した者並びに当該期間中に育児休業、休職の事 

由がある職員並びに派遣職員を除きます。 

２ 総付与日数とは、平成 22 年１月１日現在において各職員に付与された日数（前年からの繰越 

分を含む｡）を全対象職員にわたって合計したものです｡ 

 

⑶育児休業の状況（平成２２年度） 

（単位：人） 

区   分 男性 女性 

新たに育児休業を取得した者 ２ １９ 

前年度から引き続いている者 ０ ３１ 

 



 

 

 

４．職員の分限及び懲戒処分に関する事項 

⑴分限処分者数（平成２２年度） 

（単位：人） 

処分の種類 

処分事由 

降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績がよくない場合      

心身の故障の場合   ３３  ３３ 

職に必要な的確性を欠く場合 ２    ２ 

職制、定数の改廃、予算の減少に

より廃職、過員を生じた場合 

     

刑事事件に関し起訴された場合      

 

 

 

⑵懲戒処分者数（平成２２年度） 

（単位：人） 

処分の種類 

処分事由 

戒告 減給 停職 免職 合計 訓告等 

法令に違反した場合       

職務上の義務に違反し又は職務

を怠った場合 
      

全体の奉仕者たるにふさわしく

ない非行のあった場合 
 ２ ２  ４ ２ 

 



 

 

 

５．職員の服務に関する事項 

⑴職員の営利企業等従事許可の状況（平成２２年度） 

（単位：件） 

営利企業等の従事の内容 許可件数 

営利を目的とする私企業を目的とする会社、その他の団体の役員、顧問、評議

員及び当該会社、団体の重要方針決定に参画する上級職員の地位を兼ねる場合 
０ 

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 ０ 

報酬を得て事業若しくは事務に従事する場合（統計調査員、交通安全指導員、

体育指導員、講師等） 
２１ 

 



 

 

 

６．職員の研修及び勤務成績の評定に関する事項 

⑴職員の研修の状況（平成２２年度） 

研  修  区  分 研修回数 参加者数等 備  考 

新規採用職員研修 1 26 新規採用職員 

企業体験研修 1 20 新規採用職員 

総合案内業務研修 3 3 新規採用職員 

接遇研修 1 4 22 年度職種変更職員 

男女共同参画研修 2 706  

人権研修 10 488 
次長級、課長級、主任級

及び主事級職員 

評定者研修 6 230 評定者 

評定者コーチング研修 2 132 面談実施者 

ＣＳ(住民満足)向上研修 3 70 課長補佐級職員 

セクハラ・パワハラ防止研修 2 190 主事級職員 

メンタルタフネス研修 3 209 主任級職員 

公務員倫理研修 2 208 主任級職員 

管理監督職員研修 1 43 管理監督職員 

協働のまちづくり研修 1 年間 23 新規採用職員 

階層別研修（新規採用、３年目職員、５年目職員、中堅職員、

新任係長、新任課長補佐、新任課長等） 
8 129 鳥取県市町村振興協会 

能力開発・向上研修、各種基礎研修、語学講座、通信教育等 40 232 県職員人材開発ｾﾝﾀｰ 

派遣研修等（自治大学校、市町村職員中央研修所、市町村職員

国際文化研修所、国土交通大学校、放送大学） 
13 35  

 

⑵職員の勤務評定の状況（平成２２年度） 

評定の回数 １回 

評定の時期 １月 

評定の対象人数 1,298 人 

 

 



 

 

 

７．職員の福祉及び利益の保護に関する事項 

⑴健康診断の状況（平成２２年度） 

健康診断の種類 受診者数（延人数） 

定期健康診断 ５７５ 

人間ドッグ ７７３ 

がん検診（肺がん、胃がん、大腸がん）※人間ドッグ受検者を除く ２４９ 

婦人検診（子宮がん、乳がん、甲状腺がん）※人間ドッグ受検者を除く ３７５ 

ＶＤＴ健診 １３ 

 

⑵福利厚生事業の状況（平成２２年度） 

 ①（財）鳥取県市町村互助会 

  ア 主な事業内容 

給付事業 入院見舞金、出産祝金、結婚祝金、弔慰金、入学祝金、退会せん別金等 

福祉事業 銀婚慶祝、寡婦（夫）等慰労、宿泊保養施設利用助成等 

貸付事業 普通貸付、修学貸付 

 

イ 負担金の率等 

 

負担率 

負担割合 
給料に係る率 期末手当等に係る率 

職員掛金 2.5／1,000 2.0／1,000 
職員：市 ＝ １：１ 

市負担金 2.5／1,000 2.0／1,000 

 

 ②鳥取市職員互助会 

  ア 主な事業内容 

給付事業 結婚祝金、入学祝金、弔慰金、傷病見舞金、勤続祝金、退会記念品料等 

貸付事業 厚生資金貸付、制度融資（一般・住宅） 

その他 福利厚生施設（職員会館）及び売店の運営、生命保険等の団体取扱い等 

 

 イ 負担率 

 負担率（給料に係る率） 負担割合 

職員掛金 1.5／1,000 
職員：市 ＝ １：１ 

市負担金 1.5／1,000 

 

 ウ 負担金額 

     市負担金決算額  12,400 千円（職員一人当たり 8,812 円） 

 

⑶公務災害補償の認定状況（平成２２年度） 

区  分 認定件数 

公務災害 ３ 

通勤災害 ０ 

 

⑷勤務条件に関する措置の要求の状況（平成２２年度） 

継続件数 措置要求件数 

なし なし 

 

⑸不利益処分に関する不服申立の状況（平成２２年度） 

継続件数 不服申立件数 

なし なし 

 


